
 統計データの二次的利用に関する統計センターの取組状況 
 

独立行政法人統計センター  齋藤 敦、亀本 信康 

 

国勢調査をはじめとする国が作成する統計（公的統計）は、社会全体で利用され

る情報基盤と位置付けられている。統計法が全面改正された 2009 年（平成 21年）

４月以降、公的統計データの二次的な利用の促進を図るため、学術研究や高等教育

を目的とした一般の方からの申出に対して「匿名データの提供」や「オーダーメー

ド集計の提供」が可能となった。 

 

匿名データの提供やオーダーメード集計の利用に当たっては、いずれも有償での

提供となる。また、その研究内容や教育内容を社会に還元するために公表すること

等の利用要件を満たしているかどうか、審査を受ける必要がある。 

  

本報告では、独立行政法人統計センターが行っている匿名データの提供及びオー

ダーメード集計で利用可能な統計調査（年次）やそれらの利用手続等の他、擬似ミ

クロデータの試行提供や学術研究機関等との連携についても紹介する。 
 

１．匿名データの提供 

統計調査から得られた調査票情報について、調査客体が特定されないように匿

名化措置（注）を施した匿名データを、利用申出を行った申出者に対して提供（貸

与）している。申出者はこの匿名データを利用して、新たな統計を作成すること

ができる。現在、統計センターでは、総務省の所管する５調査（労働力調査、社

会生活基本調査、全国消費実態調査、就業構造基本調査、住宅・土地統計調査）

の匿名データを提供している。また年内には、新たに国勢調査の匿名データの提

供を開始する予定である。 
 

（注） 匿名化措置 ： 単に氏名など個体を直接識別できる情報を削除するのみならず、個々

のデータの特徴から個体が間接的に特定されることがないよう、地域区

分や様々な属性に関する詳細な分類区分を統合して情報を粗くしたり、

特異なデータを削除したりするなどの処理 

 

２．オーダーメード集計 

申出者独自のオーダーに基づいて、行政機関が作成していない新たな統計を調

査票情報を用いて集計し、その集計結果を提供している。申出者はこの集計結果

に基づいた研究分析を行うことができる。現在、統計センターでは、消費動向調

査（内閣府）、国勢調査（総務省）、学校基本調査（文部科学省）、賃金構造基

本統計調査（厚生労働省）、建築着工統計調査（国土交通省）など、５府省の所

管する 13調査のオーダーメード集計を提供している。 

 

     
参考：公的統計のミクロデータの利用 http://www.nstac.go.jp/services/archives.html 
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＜報告内容＞＜報告内容＞

１ 公的統計の二次的利用のための枠組について

２ 統計セ タ における２ 統計センターにおける

匿名データ及びｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞ集計の提供について

３ 擬似ミクロデータの試行的提供について

４ 統計センターと学術研究機関等との連携について

１



１１ 公的統計の二次的利用のための枠組について公的統計の二次的利用のための枠組について

公的統計とは？公的統計とは？
国などの行政機関等が実施している統計調査

例：国勢調査（総務省） 労働力調査（総務省）など例：国勢調査（総務省）、労働力調査（総務省）など

＜統計法の改正＞
統計法（平成19年法律第53号）
 平成19年５月 公布

 平成21年４月 全面施行

【基本理念】

 平成21年４月 全面施行

「行政のための統計」 から 「社会の情報基盤としての統計」へ行政のための統計」 から 社会の情報基盤としての統計」

② 統計デ タの有効利用の促進

① 公的統計の体系的・計画的整備の推進
ミクロデータの二次的利用

② 統計データの有効利用の促進

③ 統計調査の対象者の秘密保護の強化

④ 統計委員会の設置

・匿名データの提供
・委託による統計の作成等

（オーダーメード集計）

2
２

④ 統計委員会の設置



匿名データの提供匿名データの提供

２２ 統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供２２ 統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供

匿名デ タの提供匿名デ タの提供
一般からの申出を受け、利用要件を満たした申出者に対し、特定の個人又は団体

等が識別できないように加工して作成した調査票情報の利用を一定期間認める制度。
匿名データを利用することで、行政機関が作成していない統計表の作成のみならず、

【利用要件】

匿名デ タを利用することで、行政機関が作成していない統計表の作成のみならず、
多変量解析などミクロデータに基づく実証分析を行うことが可能。

【利用要件】
・統計の作成または統計的研究にのみ利用されること
・学術研究目的、高等教育目的等の用に供することを直接の目的とすること
・学術研究の成果、高等教育等の内容等が公表され、社会に還元されること表
・匿名データが適切に管理されること

統計センターが各府省からの委託を受けて提供している統計調査（平成25年8月末現在）

全国消費実態調査 住宅 土地統計調査 社会生活基本調査■ 全国消費実態調査
（平成元年、６年、11年、16年）

■ 住宅・土地統計調査
（平成５年、10年、15年）

■ 社会生活基本調査
【生活時間編・生活行動編】

（平成３年、８年、13年、18年）
■ 就業構造基本調査

（平成 年 年 年）

■ 労働力調査
（平成元年 月 平成 年 月）（平成４年、９年、14年） （平成元年１月～平成20年12月）

■ 労働力調査
（平成21年１月～12月）

■ 国勢調査
（平成12年、17年）

25年度 提供予定

3
（注）括弧内の年次は、提供している調査年次を示す。

～ 利用可能な統計調査は、今後、さらに拡大予定 ～



（参考） 匿名データの提供の流れ

統計センター

利 用 し た い 匿
名 デ ー タ に つ

匿名データの利用者

申出に対して利名 デ タ
いて、統計セン
ターに事前相
談の上、申出
を行います。

申出に対して利
用 目 的 等 の 審
査を行い、諾否
を通知します。

承諾後、利用
規約に同意の
上 、 統 計 セ ン
タ に正 式 な

匿名データを電
磁 的 記 録 媒 体
に収録して提供

タ ーに正 式 な
依頼をし、手数
料の納付を行
います。

します（暗号化
措 置 を 施 し ま
す）。

利用期間終了までに
コンピュータ等に複
製した匿名データを
消去し、電磁的記録
媒体を返却 ます媒体を返却します。

作成した統計を用いて
行った学術研究、高等教育、または国
際比較事業の内容を必ず公表の上、統
計センターに利用実績を報告します。

4
匿名データの利用に関するＦＡＱ：http://www.nstac.go.jp/services/faq-anonymity.html



（参考） 匿名データの利用実績例

利用
調 査 名 研究の名称

目的
調 名 研究 名称

目的

社会生活基本調査 正規雇用者における平日の労働時間と休息時間

－「社会生活基本調査」ミクロデータによる分析－

生活行動からみる高齢者の行動特性について
－社会生活基本調査の匿名データを用いて－

学

社会生活基本調査の匿名デ タを用いて

子供のいる世帯における夫と妻の２次活動時間の差異について
－社会生活基本調査の匿名データを用いて－

趣味・娯楽活動の時間について

個人・世帯属性と行楽・観光旅行行動の関係学

術

研

究

個人 世帯属性と行楽 観光旅行行動の関係

全国消費実態調査 等価尺度の推計と比較－消費上の尺度・制度的尺度・OECD尺度－

『季刊社会保障研究』Vol.48 Spring 2013 No.4
所得格差変動の年齢階級別要因分解
：全国消費実態調査ミクロデータを用いて究

目

的

：全国消費実態調査ミクロデ タを用いて
全国消費実態調査

持家取得における既婚女性の就業の役割
住宅・土地統計調査

就業構造基本調査
転職経験および転職理由と転職希望意識との関連について
―就業構造基本調査匿名データによる統計分析

若年者就業率における賃金弾力性の推定
女性事務職の賃金と就業行動
－男女雇用機会均等法施行後の三時点比較―
税負担と労働供給
－「日本労働研究雑誌」No 605 2010 12 －日本労働研究雑誌」No.605 2010.12 

若者の有業・無業状態における属性の考察

女性の働き方と少子化に関する考察

高
等
教目

就業構造基本調査

全国消費実態調査 一橋大学大学院経済学研究科「演習」（労働経済学Ⅰ）

5論文等：http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html

教
育

目
的

国消費実態調査 橋大学大学院経済学研究科 演習」（労働経済学Ⅰ）

社会生活基本調査



２２ 統計センターに統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供における匿名データ及びオーダーメード集計の提供についてついて２２ 統計センターに統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供における匿名データ及びオーダーメード集計の提供についてついて

オーダーメード集計オーダーメード集計
一般からの委託を受けて、利用要件を満たした申出者に対し、調査票情報を用い

て集計を行い その結果の提供を行う制度 オーダーメード集計を利用することで

オーダーメード集計オーダーメード集計

て集計を行い、その結果の提供を行う制度。オ ダ メ ド集計を利用することで、
行政機関等が作成していない統計表に基づいた分析が可能。

統計センター オーダメード集計の利用者統計センタ オ ダメ ド集計の利用者

【利用要件】【利用要件】
・統計の作成または統計的研究にのみ利用されること
・学術研究目的または高等教育目的の用に供することを直接の目的とすること
・学術研究の成果または高等教育の内容が公表され、社会に還元されること

6

学術研究の成果または高等教育の内容が公表され、社会に還元される と



統計センターが各府省からの委託を受けて提供している統計調査（平成25年9月2日現在）

オーダーメード集計オーダーメード集計オーダーメード集計

総

■ 国勢調査
（昭和55、60年、平成２年、７年、12年、17年）

社会生活基本調査

■ 住宅・土地統計調査
（昭和63年、平成５年、10年、15年、20年）

■ 就業構造基本調査
（昭和62年、平成４年、９年、14年、19年）

■ 労働力調査

務

省

■ 社会生活基本調査
【生活行動編】 （昭和61年、平成３年、８年、13年、18年、23年）

【生活時間編】 （平成３年、８年、13年、18年、23年）

■ 家計調査

■ 労働力調査
【基礎調査票】 （昭和55年１月～平成23年12月）

【特定調査票】 （平成14年１月～平成23年12月）

■ 全国消費実態調査
省

■ 家計消費状況調査
（平成14年１月～平成24年12月）

■ 家計調査
（平成元年１月～平成24年12月）

【家計収支編、品目編】（平成16年、21年）

【家計資産編（純資産・総資産）、家計収支編曜日別、品目編購入先別】
（平成16年）

【家計資産編（純資産・総資産）、家計収支編曜日別、
品目編購入先・購入地域別】 （平成21年）

■ 消費動向調査

内閣府 文部科学省

■ 学校基本調査 ■ 賃金構造基本統計調査

厚生労働省

■ 建築着工統計調査
（平成21年4月 25年3月）

国土交通省

品目編購入先 購入地域別】 （平成 年）

■ 企業行動に関する
アンケート調査
（平成18年度～24年度）

消費動向調査
（平成19年4月～25年3月） 【高等教育機関編】 （平成20～23年度）

【初等教育機関編】 （平成20～22年度）

（平成18年～24年） （平成21年4月～25年3月）

（平成 年度 年度）

■ 学校基本調査
【高等教育機関編】 （平成24年度）

25年度 提供予定 ■ 労働力調査 （平成24年１月～12月）

【基礎調査票】 、【特定調査票】

7

（注）括弧内の年次は、提供している調査年次を示す。

～ 利用可能な統計調査は、今後、さらに拡大予定 ～



（参考） オーダーメード集計の流れ

オーダーメード集計の利用者 統計センター

作成したい統計
表に いて 統表について、統
計センターに事
前相談の上、統
計表の仕様書を
添えて申出を行
います

申出に対して
利用目的等の
審査を行い、
諾否を通知し
ます。

います。

承諾後、統計セ
契 約 の 締結 後

ンターに正式な
依頼をし、契約を
締結します。また、
手数料の納付を
行います。

契 約 の 締結 後 、
統計表の仕様書
に 基づいて集計
を行い、統計成果
物を提供します。

作成した統計を
用いて行った学
術研究 または術研究、または
高等教育の内容
を必ず公表の上、
統計センターに
利用実績を報告
します

8
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（参考） オーダーメード集計の利用実績例
調 査 名 研 究 の 名 称

国 勢 調 査 岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第35号（2013.3）

・2005年国勢調査にみる在日外国人女性の結婚と仕事・住居

・2005年国勢調査にみる外国人の教育

・2005年国勢調査にみる在日外国人の仕事

Access to childcare and the employment of women
with preschool-aged children in Tokyo

看護人材の就業率の推移

－再検討した潜在者数推計方法による結果から－

地域別経済指標に基づくＳＤモデルの開発

在日外国人の仕事

－2000年国勢調査データの分析から－

家族・ジェンダーからみる在日外国人

年国勢調査デ タの分析から－2000年国勢調査データの分析から－

在学率と通学率から見る在日外国人青少年の教育

－2000年国勢調査データの分析から－

エリア・サンプリングにおける問題点エリア サンプリングにおける問題点

全国消費実態調査
新・家計消費論

－高齢層が支える都市部消費－

就業構造基本調査
近年における都道府県別貧困率の推移について

グプ

9論文等：http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html

就業構造基本調査
―ワーキングプアを中心に



匿名データ及びオーダーメード集計の手数料匿名データ及びオーダーメード集計の手数料

２２ 統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供について統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供について２２ 統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供について統計センターにおける匿名データ及びオーダーメード集計の提供について

○匿名データの提供

匿名デ タ及びオ ダ ド集計の手数料匿名デ タ及びオ ダ ド集計の手数料

① 依頼1件につき1,850円
② 匿名データファイル1ファイルにつき8,500円
③ 次に定める提供用媒体の額

ＣＤ－Ｒ 1枚につき100円ＣＤ－Ｒ 1枚につき100円
ＤＶＤ－Ｒ 1枚につき120円

④ 送付に要する費用

○委託による統計の作成等（オーダーメード集計）

① 統計 作成等に す 時 時 ま ご に

受益者負担
利用者は手数料

を支払う

① 統計の作成等に要する時間1時間までごとに5,900円
② 統計成果物を郵送で受け取る場合

ア） 次に定める提供用媒体の額
ＣＤ－Ｒ 1枚につき100円
ＤＶＤ Ｒ 1枚に き120円ＤＶＤ－Ｒ 1枚につき120円

イ） 送付に要する費用

※ 統計成果物を統計センターからメールで受け取る場合は、
媒体の費用や送料は掛かりません。

10



擬似ミクロデータの試行的提供擬似ミクロデータの試行的提供

３３ 擬似ミクロデータの試行的提供擬似ミクロデータの試行的提供３３ 擬似ミクロデータの試行的提供擬似ミクロデータの試行的提供

擬似ミク デ タの試行的提供擬似ミク デ タの試行的提供
ミクロデータ利用者の裾野を広げ、公的統計の二次的利用の拡大を図るため、試

行版の擬似ミクロデータを作成し、試行的提供を行っている。（無償）

教育 的 的統計 次的 際 デ タなど が 能

【利用要件】

申請者及び利用者以外の者に利用させないこと

教育目的や、公的統計の二次的利用の際のテストデータなどの利用が可能。

・申請者及び利用者以外の者に利用させないこと

・集計表から擬似的に作成したデータであるので、分析結果は実証研究の結果と

見なすことができないことを理解すること
利用者アンケ トの提出・利用者アンケートの提出

統計センターが試行提供している擬似ミクロデータ（平成25年8月末現在）

■ 平成16年全国消費実態調査に関する試行版の擬似ミクロデ タ■ 平成16年全国消費実態調査に関する試行版の擬似ミクロデータ

＊大規模データ （CSV形式のみ）

約200項目：世帯情報、収入、実支出（消費支出、非消費支出）、実支出以外、繰越金
約３万２千レコード

＊簡易データ （CSV形式 及び Excel形式）
25項目：世帯情報、消費支出追加
約8千レコード

約 万 千
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（参考） 擬似ミクロデータの利用手続きの流れ

擬似ミクロデ タの利用者 統計センタ擬似ミクロデータの利用者 統計センター

申出に対して、

擬似ミクロデーパスワード

統 計 セ ン タ ーHP
から「擬似ミクロ
デ ー タ 試 行 提 供

利用
申出書 擬似ミクロデ

タの圧縮ファイ
ル を 解 凍 す る
た め の パ ス
ワードを通知し
ます。

を通知
デ タ 試 行 提 供
利用申出書」の項
目 を メ ー ル に コ
ピーし、所定の事
項を記入した利用
申出書を提出しま

申出書

メール
送信

申出書を提出 ま
す。

統計センターHPから

擬似ミクロデータの擬似ミクロデータの
圧縮ファイルをダウン
ロードし、パスワード
を入力して圧縮ファイ
ルを解凍します。

圧縮ファイルにある「利用の手引き」等を圧縮ファイルにある「利用の手引き」等を
読み、理解した上で、擬似ミクロデータを
利用してください。

者
利用申出日から 利 用 者 ア ンｱﾝｹ ﾄの

メール
送信

利用者
ｱﾝｹｰﾄ

利用申出日から
６ ヶ 月 以 内 に
「 利 用 者 ア ン
ケート」を統計セ
ンターに提出し
てください。

利 用 者 ア ン
ケートを取りま
とめ、今後の検
討 に 利 用 さ せ
ていただきます。

ｱﾝｹｰﾄの
取りまとめ

く さ 。

12擬似ミクロデータの利用に関するＦＡＱ：http://www.nstac.go.jp/services/faq-gijimicro.html



●（独）統計センタ ホ ムペ ジ●（独）統計センタ ホ ムペ ジ ●公的統計の二次的利用ホ ムペ ジ●公的統計の二次的利用ホ ムペ ジ

（参考）（参考） 公的統計の二次的利用ホームページ公的統計の二次的利用ホームページ

●（独）統計センターホームページ●（独）統計センターホームページ

http://www.nstac.go.jp/services/archives.htmlhttp://www.nstac.go.jp/

●公的統計の二次的利用ホームページ●公的統計の二次的利用ホームページ

クリック
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統計センターにおける二次的利用基盤（概念図）統計センターにおける二次的利用基盤（概念図）

調査票情報
（保管・蓄積）

匿名データ
（保管・蓄積）

利用者の声をフィードバック
（サービスの充実）

① 調査票情報の保管

② 匿名データの作成基

各
業務ｻｰﾋﾞｽ擬似

ｸ ﾞ ﾀ
③ 匿名データの保管

基
本
機
能

④ 匿名データの提供

府

省

の提供ﾐｸﾛﾃﾞｰﾀ
の試行的

提供

⑤ オーダーメード集計

連携協力 学術研究機関等と連携協力協定を締結

研究開発等の成果を
フィードバック

（サービスの充実）

ｻｰﾋﾞｽ提供

連携協力 学術研究機関等と連携協力協定を締結
～統計データの利用機会の拡充と研究開発の推進～

学術研究機関等

研
究
者
等

複数のチャネルからの
複数のサービス提供

サ
テ
ラ
イ

Ｘ 研究・開発

Ｙ 普及・啓発

等

ｻｰﾋﾞｽ提供

Ｂ オーダーメード集計

Ａ 匿名データの提供

イ
ト
機
能

Ｙ 普及・啓発Ｂ オ ダ メ ド集計

Ｏ オンサイト利用環境の提供
14



学術研究機関等との連携協力の取組学術研究機関等との連携協力の取組

44 統計センターと学術研究機関等との連携について統計センターと学術研究機関等との連携について44 統計センターと学術研究機関等との連携について統計センターと学術研究機関等との連携について

学術研究機関等との連携協力の取組学術研究機関等との連携協力の取組

統計センターでは、平成21年４月施行の統計法において創設された公的統計の二次的
利用制度の充実と学術研究の発展を図っていくため、学術研究機関等と連携した取組を
展開。公的統計の利用拡大に係る取組に賛同する法人と，連携協力協定を締結し，公的
統計の二次的利用に関する研究・開発，普及・啓発を推進するほか，これらの法人に統計
データアーカイブのサテライト機関の役割を担ってもらい，研究者等に向けた二次的利用
のサービスの充実を図っているのサ ビスの充実を図っている。

法人の要件法人の要件 連携協力事項連携協力事項

１．国立大学法人法に基づき設置された国立大学
法人及び大学共同利用機関法人

２．私立学校法に基づく学校法人により設置された

○公的統計に関するデータアーカイブの運営に
関すること（施設基準に適合）
・匿名データの提供

私立大学
３．独立行政法人通則法及び個別法の定めるところ

により設立された独立行政法人
４．法人税法別表第１に掲げる公共法人

・オンサイト利用環境の提供
など

○公的統計の二次的利用に関する研究・開発
○公的統計の二次的利用に関する普及・啓発

５．公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関
する法律により公益性の認定を受けた公益法人
（特例民法法人を含む。）

○人材交流
○その他協定の目的を達成するために必要な

事項
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連携連携協力協定を締結している大学等協力協定を締結している大学等

44 統計センターと学術研究機関等との連携について統計センターと学術研究機関等との連携について44 統計センターと学術研究機関等との連携について統計センターと学術研究機関等との連携について

連携連携協力協定を締結している大学等協力協定を締結している大学等

サテライト機関名
匿名

データ

の提供

オンサ

イト利

用環境

の提供

二次的利用に係るＵＲＬ
の提供

国立大学法人 一橋大学
○ ○

http://rcisss.ier.hit-u.ac.jp/

経済研究所附属社会科学統計情報研究センター
○ ○

p jp
Japanese/micro/index.html

国立大学法人 神戸大学大学院
○ ―

http://www.econ.kobe-u.ac.jp/

経済学研究科
○ ―

kuma/satellite/index.html

法政大学 日本統計研究所 ○ ―
http://www.hosei.ac.jp/
toukei/micro/index htmltoukei/micro/index.html

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構

新領域融合研究センター(統計数理研究所)
○ ○

http://www.rois.ac.jp/
tric/tokumei/tokumei.html

新領域融合研究センター(統計数理研究所)
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○日時：平成２５（201３）年11月２２日（金）

○会場：統計数理研究所3階 セミナー室2（D304室）
（東京都立川市緑町10-3）

○参加費：無料
※詳細は（独）統計センターホームページをご覧ください。

http://www.nstac.go.jp/services/setumeikai.html 

【問い合わせ先】【問い合わせ先】
独立行政法人 統計センター 統計情報・技術部

統計作成支援課 企画担当
E M il：k d k k @ t jE-Mail：kyodo-kenkyu@nstac.go.jp

ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。
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